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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第１四半期連結
累計期間

第19期
第１四半期連結
累計期間

第18期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 1,086,434 1,089,107 4,864,014

経常利益又は経常損失（△） （千円） 35,568 △2,893 355,613

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 28,557 △12,968 286,732

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 30,420 △10,027 309,933

純資産額 （千円） 2,989,168 3,254,893 3,268,681

総資産額 （千円） 3,611,458 3,922,888 3,995,839

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 2.45 △1.11 24.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.5 77.6 76.5

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税は含んでおりません。

３．第18期及び第18期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。第19期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）」としております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、ギリシャの政府債務リスクや中国経済の動揺が影響したもの

の、円安、株高の傾向が製造業を中心にプラスに働き、総体としては穏やかな改善が見られました。インターネット

業界においては、スマートフォンやタブレットの需要に落ち着きが見える一方、4Kテレビの普及が本格的になりつつ

あることや、各種のウエアラブル端末や映像撮影に用いられるドローンなどが話題になりました。こうした環境下、

当社グループでは、サービスメニューの強化を進めつつ、ライブ配信、スマートフォン向け配信関連等の堅調な需要

があるサービスの販売に注力いたしました。

　販売面においては、医薬系の業界を中心とした情報提供のためのライブ配信や関連したコンテンツ制作等の案件の

需要は平板でありました。その他の業界における受注は安定して推移しましたが、制作系子会社において受注が減少

したことから、全般として前年同期並みの売上となりました。

　費用面では、提案営業実施のための工数や経費の増加のほか、採用活動も含め積極的な人的投資に係る費用の増加

等があったこと等で、販売費及び一般管理費が増加しました。

 

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、連結売上高1,089百万円（前年同期比0.2％増）、連結営業損失

４百万円（前年同期は連結営業利益33百万円）、連結経常損失２百万円（前年同期は連結経常利益35百万円）、親会

社株主に帰属する四半期純損失12百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益28百万円）となりました。

 

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

　セグメントの売上は次のとおりであります。

 

（配信事業）

　配信事業は、当社グループが保有する配信インフラ、ネットワーク、ソフトウェア資産を顧客に提供し、利用料を

得る事業です。PC、携帯電話、タブレット端末、スマートフォン等の各種端末を対象とするライブ及びオンデマンド

ストリーミング、ダウンロードサービスや、配信に伴って利用される付随する各種アプリケーションの提供等が含ま

れます。

　当第１四半期連結累計期間においては、医薬系業界の企業によるオンライン講演会等の情報提供に関連するライブ

配信案件の伸張率は前年に比べ、低調となりましたが、ほぼ前年同期並みの結果となりました。当事業の売上高は

612百万円（前年同期比0.9％増）となりました。

 

（制作・システム開発事業）

　制作・システム開発事業は、ウェブサイトやシステム、コンテンツ等の制作・開発を顧客から受託し、成果物を提

供する事業です。配信する映像等コンテンツの制作や、コンテンツを視聴する受け皿となるウェブサイトの制作、顧

客が一般消費者向けに展開するコンテンツ配信ビジネスや情報提供サイトのシステム開発、更にこれらの運用受託等

が含まれます。

　当第１四半期連結累計期間においては、子会社において収録や編集といった映像制作売上が低調となりました。メ

ディア企業向けのサイト運用や制作案件受注は安定して推移しました。これらの結果、当事業の売上高は455百万円

（前年同期比4.5％減）となりました。

 

（その他）

　その他の売上には案件の進行に伴い随時発生する、上記２事業にあてはまらない売上が含まれます。当第１四半期

連結累計期間におけるその他の売上高は21百万円（前年同期比779.5%増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

　（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は3,056百万円となり、前連結会計年度末に比べ128百万円減少い

たしました。これは主に受取手形及び売掛金が124百万円減少したことによるものであります。固定資産は866百万

円となり、前連結会計年度末に比べ55百万円増加いたしました。これは主に無形固定資産が18百万円増加、敷金の

預け入れなどにより投資その他の資産が30百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は、3,922百万円となり、前連結会計年度末に比べ72百万円減少いたしました。

　（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は667百万円となり、前連結会計年度末に比べ59百万円減少いたし

ました。これは主に未払金の支払などにより流動負債が前連結会計年度末に比べ46百万円減少したことによるもの

であります。
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　（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は3,254百万円となり、前連結会計年度末に比べ13百万円減少い

たしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失12百万円の計上によるものであります。

 

(3) 対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当社グループでは、当社の配信事業統括本部が中心となり、新サービス開発の前提となるソフトウェアや技術力の

ある企業の調査、実証実験、ネットワーク運用実験などを実施してまいりました。当第１四半期連結累計期間におけ

る研究開発費は、11百万円となりました。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動

の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発
行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,028,700 14,028,700
株式会社東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 14,028,700 14,028,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 14,028,700 － 2,182,379 － －

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,395,400 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,632,800 116,328 ―

単元未満株式 普通株式 500 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 14,028,700 ― ―

総株主の議決権 ― 116,328 ―

 

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社Ｊストリーム
東京都港区芝二丁目

５番６号
2,395,400 － 2,395,400 17.07

計 － 2,395,400 － 2,395,400 17.07

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,319,149 1,272,125

受取手形及び売掛金 808,212 683,538

仕掛品 21,900 40,304

預け金 900,000 900,000

その他 135,825 160,813

貸倒引当金 △571 △509

流動資産合計 3,184,517 3,056,273

固定資産   

有形固定資産 312,260 318,417

無形固定資産   

ソフトウエア 372,544 391,937

その他 10,052 9,569

無形固定資産合計 382,597 401,506

投資その他の資産   

投資有価証券 20,832 21,229

その他 96,579 126,116

貸倒引当金 △947 △654

投資その他の資産合計 116,464 146,691

固定資産合計 811,321 866,614

資産合計 3,995,839 3,922,888

負債の部   

流動負債   

未払金 304,709 213,436

未払法人税等 46,484 6,881

賞与引当金 14,498 20,400

その他 226,948 305,125

流動負債合計 592,641 545,843

固定負債   

退職給付に係る負債 19,259 16,503

資産除去債務 18,785 18,882

その他 96,472 86,764

固定負債合計 134,517 122,150

負債合計 727,158 667,994

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,182,379 2,182,379

資本剰余金 626,241 626,241

利益剰余金 706,470 693,502

自己株式 △459,182 △459,182

株主資本合計 3,055,908 3,042,940

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 708 976

その他の包括利益累計額合計 708 976

非支配株主持分 212,064 210,976

純資産合計 3,268,681 3,254,893

負債純資産合計 3,995,839 3,922,888
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 1,086,434 1,089,107

売上原価 657,442 645,722

売上総利益 428,991 443,384

販売費及び一般管理費 395,733 448,176

営業利益又は営業損失（△） 33,257 △4,791

営業外収益   

受取利息 2,250 1,846

その他 595 581

営業外収益合計 2,845 2,428

営業外費用   

支払利息 465 481

その他 69 48

営業外費用合計 534 529

経常利益又は経常損失（△） 35,568 △2,893

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
35,568 △2,893

法人税、住民税及び事業税 5,289 3,016

法人税等調整額 △138 4,386

法人税等合計 5,150 7,402

四半期純利益又は四半期純損失（△） 30,417 △10,295

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,860 2,672

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
28,557 △12,968

 

 

 

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 30,417 △10,295

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3 268

その他の包括利益合計 3 268

四半期包括利益 30,420 △10,027

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 28,560 △12,699

非支配株主に係る四半期包括利益 1,860 2,672
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 48,188千円 58,227千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 配信
制作・
システム
開発

計

売上高        

外部顧客への

売上高
606,985 477,011 1,083,997 2,437 1,086,434 － 1,086,434

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

10,280 1,617 11,898 340 12,239 △12,239 －

計 617,266 478,629 1,095,895 2,778 1,098,673 △12,239 1,086,434

セグメント利益 168,724 15,116 183,841 1,649 185,490 △152,232 33,257

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、案件受注に伴い発生するドメ

インの手配代行、機器販売等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額△152,232千円は配賦不能営業費用となります。主なものは、総務・経理部門等

の管理部門に係る費用及び研究開発費等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 配信
制作・
システム
開発

計

売上高        

外部顧客への

売上高
612,251 455,416 1,067,667 21,439 1,089,107 － 1,089,107

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

13,307 5,142 18,450 338 18,788 △18,788 －

計 625,559 460,558 1,086,117 21,778 1,107,896 △18,788 1,089,107

セグメント利益

又は損失（△）
181,524 △11,978 169,546 4,836 174,382 △179,174 △4,791

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、案件受注に伴い発生するドメ

インの手配代行、機器販売等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額△179,174千円は配賦不能営業費用となります。主なものは、総務・経理部門等

の管理部門に係る費用及び研究開発費等であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
２円45銭 △１円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

28,557 △12,968

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

28,557 △12,968

普通株式の期中平均株式数（株） 11,633,300 11,633,300

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月５日

株式会社Ｊストリーム

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥見　正浩　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　愛雄　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｊスト

リームの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｊストリーム及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）1. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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